


ごあいさつ
株主のみなさまには、平素から格別のご高配を賜り厚く

御礼申しあげます。
さて、第８７期報告書をお手元にお届けするにあたりまし

て、一言ごあいさつ申しあげます。
当連結会計年度におけるわが国の経済は、消費税率引き

上げの影響により、個人消費や生産などに弱い動きが見ら
れましたが、年度後半におきましては、海外経済の回復や
円安を背景に輸出や生産が持ち直し、企業収益も改善する
など、景気は緩やかながら回復基調で推移いたしました。
建設業界におきましては、公共工事が底堅く推移したこ

とに加え、東京オリンピック開催に向けたインフラ整備や
大規模都市再開発の具体化など、建設需要の拡大の動きが
顕在化してまいりました。
このような状況のもとで当社グループは、太陽光発電設

備工事を含めた受注の拡大に向け、営業・技術一体となっ
た提案型営業活動を強力に展開するとともに、工事量増大
に適切に対処するための施工体制の整備・強化に全力を傾
注してまいりました。
同時に、受注競争力の強化及び工事採算性の向上を主た

る目的に設置した組織を中心に、徹底した原価低減並びに
工事品質の向上に向けた取り組みを展開してまいりました。
このような事業運営の結果、当連結会計年度の業績は、工

事受注高３,２４１億２３百万円（前年同期比１０.６％増）及び売上高
３,１５９億４９百万円（前年同期比１３.１％増）と増加し、利益面にお
きましても、営業利益１６７億５７百万円（前年同期比１３４.８％増）、
経常利益１８１億６３百万円（前年同期比１０３.９％増）、当期純利
益１１５億１７百万円（前年同期比２１２.９％増）と前年同期を大き
く上回りました。
今後の経済見通しにつきましては、好調な企業業績や雇

用・所得環境の改善などを背景とした生産や個人消費の持
ち直しに伴い、景気は内需中心の回復基調が続くものと予
想されます。
建設業界におきましては、企業収益の改善や生産の増加

に伴う民間設備投資の回復に加え、東京オリンピック関連
のインフラ整備や都市再開発の本格化など、建設需要の拡
大が期待されます。
また、電力業界におきましては、一部の原子力発電所の
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再稼動に向けた動きが最終段階に入る一方で、今後の投資
や電力システム改革の動きなど、新たな局面を迎えようと
しております。
このような環境認識のもと、当社グループは、新たにス

タートした中期経営計画において、多様化・高度化するお
客さまのニーズに的確に対応し、常に高い品質とサービス
の提供に努めるとともに、業績が好調なこの機会に成長戦
略を一層加速させ、設備工事業の収益力向上と業容の拡大
に挑戦いたします。
九州におきましては、特に、地域に密着したアフターサー

ビス体制を一層充実させ、安定的な成長をめざします。
また、東京を始めとする大都市圏におきましては、組織

強化と要員増強を進め、大型プロジェクトへの参画などを
含めた受注拡大に全力を挙げるとともに、将来を見据えた
保守メンテナンスの獲得にも取り組み、経営基盤の強化・
拡大をめざしてまいります。
さらに、海外事業の推進や、新たな領域での事業開拓に

も積極的に挑戦してまいります。
一方、電力関連事業につきましては、工事品質の確保と

施工効率の向上により、電力の安定供給への貢献と収益の
確保・安定化をめざすとともに、電力システム改革などの
環境の変化を注視しつつ、これに適宜適切に対応してまい
ります。
当社グループは、これまで培ってきた実績やノウハウを

最大限に活用し、更なる業績の向上と社会的責任の遂行に
邁進する所存でありますので、株主の皆さまには、今後とも
一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。

平成２７年６月

代表取締役
社 長

２



ダイハツ工業久留米開発センター（電気・空調管設備）

配電線工事

確かな技術で期待に応える。

地中線工事

福岡市立こども病院（電気・空調管設備）

３



ハンファソーラーパワー杵築（電気設備）

大分県立美術館（電気設備）

熊本合同庁舎Ｂ棟（電気・空調管設備）

千葉西総合病院（電気設備）

武蔵野新埼玉統合工場（電気・空調管設備）
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（平成２７年３月３１日現在） 単位：百万円

連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）
流 動 資 産
現 金 預 金
受取手形・完成
工事未収入金等
有 価 証 券
未成工事支出金
商 品
材料貯蔵品
繰延税金資産
そ の 他
貸倒引当金

固 定 資 産
有形固定資産
建物・構築物
機械、運搬具及び
工具器具備品
土 地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
の れ ん
その他無形固定資産

投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
退職給付に係る資産
繰延税金資産
そ の 他
貸倒引当金

１３５,７８４
３７,９５７
７９,８５７
１９７

８,２８２
１,５３３
５４１

３,０４１
４,３７６
△ ４

１１９,１５８
８１,５７１
３１,９８４
１８,２６４
２７,８６３
２,２３４
１,２２５

２,５９８
１,４０８
１,１８９

３４,９８７
２９,７６８
２９７
２３５

２,３８０
３,０８０
△ ７７３

（負債の部）
流 動 負 債
支 払 手 形 ・
工事未払金等
短期借入金
未払法人税等
未成工事受入金
工事損失引当金
そ の 他

固 定 負 債
転換社債型新株
予約権付社債
長期借入金
リース債務
役員退職慰労引当金
退職給付に係る負債
そ の 他

負 債 合 計

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資本剰余金
利益剰余金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券
評 価 差 額 金
繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘定
退職給付に係る
調 整 累 計 額

少数株主持分

純資産合計

１００,３３２
６８,４４５
３,２８２
５,１４０
１６,１６６
４４９

６,８４８

４９,９５１
１０,０００
１８,０４７
１,７５８
２２８

１８,０４５
１,８７１

１５０,２８４

１０１,２７９
７,９０１
７,８８９
８５,５３７
△ ４８

１,３３８
４,０１２
△ ８２

５２８
△３,１１９

２,０４０

１０４,６５８

資 産 合 計 ２５４,９４２ 負債・純資産合計 ２５４,９４２
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（平成２６年４月１日から
平成２７年３月３１日まで） 単位：百万円

連結損益計算書

科 目 金 額

売 上 高
完 成 工 事 高
そ の 他 の 事 業 売 上 高

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価
その他の事業売上原価

３０１,９１６
１４,０３３

２６６,７３８
１２,１００

３１５,９４９

２７８,８３８

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
その他の事業総利益

３５,１７８
１,９３２ ３７,１１１

販売費及び一般管理費 ２０,３５３

営 業 利 益 １６,７５７

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
持分法による投資利益
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他

３６０
２３４

１,３７９

３８６
１８２

１,９７４

５６９

経 常 利 益 １８,１６３

特 別 利 益
投資有価証券売却益
そ の 他

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
そ の 他

３２８
４１９

９０
９

７４７

９９

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

５,４５３
１,７１０

１８,８１１

７,１６４

少数株主損益調整前当期純利益 １１,６４６

少 数 株 主 利 益 １２８

当 期 純 利 益 １１,５１７
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（平成２６年４月１日から
平成２７年３月３１日まで） 単位：百万円

連結株主資本等変動計算書

株 主 資 本

資 本 金 資 本
剰余金

利 益
剰余金 自己株式 株主資本

合 計

当期首残高 ７,９０１ ７,８８９ ７６,６９１ △ １９ ９２,４６２

会計方針の変更に
よる累積的影響額 △ １,４８３ △ １,４８３

会計方針の変更を
反映した当期首残高 ７,９０１ ７,８８９ ７５,２０７ △ １９ ９０,９７８

当期変動額

剰余金の配当 △ １,１８８ △ １,１８８

当期純利益 １１,５１７ １１,５１７

自己株式の取得 △ ２８ △ ２８

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） ―

当期変動額合計 ― ― １０,３２９ △ ２８ １０,３００

当期末残高 ７,９０１ ７,８８９ ８５,５３７ △ ４８ １０１,２７９

その他の包括利益累計額
少数株主
持 分

純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

繰 延
ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当期首残高 １,５７８ ― １５３△１,４３５ ２９６ １,６７９ ９４,４３８

会計方針の変更に
よる累積的影響額 △１,４８３

会計方針の変更を
反映した当期首残高 １,５７８ ― １５３△１,４３５ ２９６ １,６７９ ９２,９５４

当期変動額

剰余金の配当 △１,１８８

当期純利益 １１,５１７

自己株式の取得 △ ２８

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） ２,４３３△ ８２ ３７５△１,６８４ １,０４１ ３６１ １,４０２

当期変動額合計 ２,４３３△ ８２ ３７５△１,６８４ １,０４１ ３６１ １１,７０３

当期末残高 ４,０１２△ ８２ ５２８△３,１１９ １,３３８ ２,０４０１０４,６５８
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１． 連結の範囲に関する事項
⑴ 連結子会社の数 ４０社

主要な連結子会社の名称
㈱福岡電設、㈱きたせつ、㈱大分電設、㈱明光社、
㈱南九州電設、㈱熊栄電設、㈱チョーエイ、㈱有明電設、
九興総合設備㈱、九州電工ホーム㈱、㈱昭電社、
九電工新エネルギー㈱、
ASIA PROJECTS ENGINEERING PTE. LTD.

平成２６年４月１日に、連結子会社である株式会社宮栄電設は、
株式会社みやえいに名称を変更している。
平成２６年５月２７日に、大阪府に所在する小寺電業株式会社の

株式を取得し、連結子会社としている。
平成２６年７月４日に、太陽光発電事業を行うため、株式会社

鹿児島ソーラーファームを設立し、連結の範囲に含めている。
平成２６年１１月４日に、東南アジアを中心とした海外関係会社

を統括するため、シンガポール共和国においてKYUDENKO
SOUTH EAST ASIA PTE. LTD. を設立し、連結の範囲に含
めている。
平成２６年１２月１日に、福岡県に所在する隔測計装株式会社の

株式の一部を取得し、連結子会社としている。
⑵ 主要な非連結子会社の名称

㈱伊都コミュニティサービス
非連結子会社７社は、いずれも小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも重要性が乏しいため連結の
範囲から除いている。

２． 持分法の適用に関する事項
非連結子会社と関連会社に対する投資額については、小規模会

社を除き、持分法を適用している。
⑴ 持分法適用会社数

関連会社 ４社
持分法適用会社の関連会社の名称
㈱九建、長崎鹿町風力発電㈱、渥美グリーンパワー㈱、
大分日吉原ソーラー㈱

平成２６年６月２５日に、太陽光発電事業を行う大分日吉原ソー
ラー株式会社へ出資し、持分法適用の関連会社としている。

⑵ 持分法非適用の主要な非連結子会社の名称
㈱伊都コミュニティサービス

⑶ 持分法非適用の主要な関連会社の名称
西技工業㈱

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がない
ため、持分法の適用から除外している。

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社である九連環境開發股份有限公司、ASIA PROJECTS

ENGINEERING PTE. LTD. 及び KYUDENKO SOUTH EAST
ASIA PTE. LTD. の決算日は１２月３１日、小寺電業株式会社の決
算日は１月３１日である。連結計算書類の作成に当たってはそれぞ
れの決算日現在の財務諸表を使用している。
連結子会社である隔測計装株式会社の決算日は９月３０日である。

連結計算書類の作成に当たっては１２月３１日現在で実施した仮決算
に基づく財務諸表を使用している。
なお、それぞれの決算日と連結決算日３月３１日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。
上記以外の連結子会社の事業年度は、親会社と同一である。
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４． 会計処理基準に関する事項
⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）
なお、組込デリバティブを区分して

測定することができない複合金融商品
は、複合金融商品全体を時価評価し、
評価差額を連結決算日の損益に計上し
ている。

時価のないもの 移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（金融商品取
引法第２条第２項により有価証券とみ
なされるもの）については、組合契約
に規定される決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む方法によって
いる。

② たな卸資産
a． 未成工事支出金 個別法による原価法
b． 商品、材料貯蔵品 主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

（リース資産を除く）
建 物 定額法
そ の 他 定率法

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

ソフトウェア
（自社利用）

定額法
（５年償却）

そ の 他 定額法
③ リース資産 所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係る
リース資産

リース期間
定額法

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上している。

② 投資損失引当金
投資に対する損失への対応を図るため、財務健全性の観点

から、必要額を計上している。
なお、投資損失引当金は、当該資産の金額から直接控除し

ている。
③ 工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるため、当連結会計年度末手持
工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見
積ることのできる工事について、その損失見込額を計上して
いる。

④ 役員退職慰労引当金
連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役

員退職慰労金内規により計算した支給基準額を計上している。
⑷ 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会
計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定
式基準によっている。
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② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平

均残存勤務期間の年数による定額法により按分した額を発生
時から費用処理している。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間の年数による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し
ている。

③ 小規模企業等における簡便法の採用
全ての連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費

用の計算に、主として退職給付に係る期末自己都合要支給額
を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。

⑸ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積り
は原価比例法）を適用し、その他の工事については、工事完成
基準を適用している。

⑹ ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理による。なお、特例処理の要件を満たす金
利スワップについては特例処理を採用し、また、一体処理（特
例処理、振当処理）の要件を満たす金利通貨スワップについ
ては一体処理を採用している。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
a． ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金利息
b． ヘッジ手段……金利通貨スワップ

ヘッジ対象……外貨建借入金及び外貨建借入金利息
③ ヘッジ方針

当社グループは、金融機関からの借入金の一部について、
金利変動によるリスクを回避するため、金利スワップ取引を
利用している。また、金融機関からの外貨建借入金のすべて
について、為替及び金利変動によるリスクを回避するため、
金利通貨スワップを利用している。なお、投機目的のデリバ
ティブ取引は行わない方針である。

④ ヘッジ有効性評価の方法
当社グループは、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な

条件が一致している場合は、ヘッジ有効性の判断を省略して
いる。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップと一体処
理の要件を満たす金利通貨スワップについては、有効性の判
断を省略している。

⑺ のれんの償却方法及び償却期間
のれんについては、個別案件ごとに判断し、合理的な年数で

均等償却を行っている。
⑻ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式
によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は
当連結会計年度の費用として処理している。

⑼ 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。
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会計方針の変更等に関する注記
会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第２６号 平成２４
年５月１７日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給
付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２５号
平成２７年３月２６日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退
職給付会計基準第３５項本文及び退職給付適用指針第６７項本文に掲
げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務
及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方
法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引
率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業
員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の
支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重
平均割引率を使用する方法へ変更している。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第３７

項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計年度の期首にお
いて、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額
を利益剰余金に加減している。
この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が２,２９６

百万円増加し、利益剰余金が１,４８３百万円減少している。また、
当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利
益に与える影響は軽微である。

連結貸借対照表に関する注記
１． 担保資産

担保に供している資産
現 金 預 金 １９７百万円
流動資産その他（短期貸付金） ９百万円
機械、運搬具及び工具器具備品 １,３９９百万円
投 資 有 価 証 券 ４０３百万円
投資その他の資産（敷金） １５百万円
長 期 貸 付 金 １１１百万円

計 ２,１３６百万円
当社が出資しているＰＦＩ事業及び再生可能エネルギー発電事

業に関する事業会社の借入債務に対して、担保を提供している。
２． 資産から直接控除した引当金

投資有価証券 投資損失引当金 ２７３百万円
３． 有形固定資産の減価償却累計額 ４６,６０１百万円
４． 保証債務

被 保 証 者 保 証 金 額 被保証債務の内容

渥美グリーンパワー㈱ ６３９百万円 ㈱みずほ銀行に対する借入
契約保証

長島ウインドヒル㈱ ３２２百万円 ㈱日本政策投資銀行に対す
る借入契約保証

計 ９６１百万円
５． 受取手形裏書譲渡高 ０百万円
６． 貸出コミットメント契約

ＰＦＩ事業会社（９社）への協調融資における劣後貸出人とし
て、同９社と劣後貸付契約を締結している。
なお、貸出コミットメントの総額は１４６百万円であるが、当連

結会計年度末における実行残高はない。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１． 発行済株式に関する事項 （単位：株）

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普通株式 ６６,０３９,５３５ ― ― ６６,０３９,５３５

２． 配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

決 議 株式の
種 類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成２６年
４月２６日
取締役会

普通
株式 ５２８ ８.００ 平成２６年

３月３１日
平成２６年
６月６日

平成２６年
１０月３０日
取締役会

普通
株式 ６６０ １０.００ 平成２６年

９月３０日
平成２６年
１２月１日

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生
日が当連結会計年度後となるもの

決 議 株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の
総 額
（百万円）

１株当たり
配 当 額
（円）

基準日 効力発生日

平成２７年
４月２８日
取締役会

普通
株式

利 益
剰余金 ９８９ １５ 平成２７年

３月３１日
平成２７年
６月５日

３． 新株予約権付社債に関する事項

会
社
名

内 訳
目的とな
る株式の
種 類

目的となる株式の数（株） 当 連 結
会計年度末
残 高
（百万円）

当 連 結
会計年度
期 首

増 加 減 少
当 連 結
会計年度
期 末

提出
会社

第２回無担保転
換社債型新株予
約権付社債

普通
株式 ― ５,４５２,５６２ ― ５,４５２,５６２（注）４

（注） １． 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されるものと仮定した
場合における株式数を記載している。

２． 目的となる株式数の変動事由の概要
第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の増加は、発
行によるものである。

３． 第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権については、
権利行使期間の初日が到来していない。

４． 一括法を採用している。

金融商品に関する注記
１． 金融商品の状況に関する事項
⑴ 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、一時的な余剰資金を
安全性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金や営業資
産の購入資金を銀行等金融機関からの借入により調達している。
デリバティブ取引は、余剰資金の運用を目的として、安全性

が高いと判断された複合金融商品を利用し、投機的な取引は行
わない方針である。また、取得については、都度、決裁権限規
程に基づき判断されている。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信

用リスクに晒されている。当該リスクに関しては、取引先ごと
の期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化に
よる回収懸念の早期把握や軽減を図っている。
投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されているが、定期的に時価や発行体（取引企業）の財務
状況を把握している。
営業債務である支払手形・工事未払金等は、そのほとんどが

１年以内の支払期日である。
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短期借入金は、営業取引に係る資金調達を目的としたものである。
長期借入金及び転換社債型新株予約権付社債は、投資及び自

己株式取得に係る資金調達を目的としたものである。
営業債務や借入金は流動性リスクに晒されているが、当社グ

ループでは、各社が月次での資金繰計画の作成などにより管理
している。また、金融機関からの借入金の一部については、金
利変動によるリスクを回避するため、金利スワップ取引を利用
している。また、金融機関からの外貨建借入金のすべてについ
て、為替及び金利変動によるリスクを回避するため、金利通貨
スワップを利用している。なお、へッジ取引については、都度、
内規に基づき判断されている。

２． 金融商品の時価等に関する事項
平成２７年３月３１日（当期の連結決算日）における連結貸借対照

表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。
連結貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

現金預金
受取手形・完成工事未収入金等
貸倒引当金（※１）

３７,９５７
７９,８５７

△ ４

３７,９５７ ―

７９,８５２ ７９,８５２ ―
投資有価証券
その他有価証券 １６,９９３ １６,９９３ ―
資 産 計 １３４,８０４ １３４,８０４ ―

支払手形・工事未払金等
転換社債型新株予約権付社債
長期借入金（※２）

６８,４４５
１０,０００
２０,６０３

６８,４４５
１０,１８０
２０,６７１

―
１８０
６８

負 債 計 ９９,０４９ ９９,２９７ ２４８
デリバティブ取引 ― ― ―
（※１） 受取手形・完成工事未収入金等に係る貸倒引当金を控除している。
（※２） 短期借入金に含まれる１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含

めている。

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する
事項

資 産
⑴ 現金預金、並びに ⑵ 受取手形・完成工事未収入金等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっている。

⑶ 投資有価証券、並びにデリバティブ取引
時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価

格又は取引金融機関から提示された価格によっている。また、投資信託に
ついては、公表されている基準価格によっている。
なお、組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、

複合金融商品全体を時価評価している。また、金利スワップの特例処理に
よるもの、金利通貨スワップの一体処理によるものは、ヘッジ対象とされ
ている長期借入金と一体として処理している。

負 債
⑴ 支払手形・工事未払金等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっている。

⑵ 転換社債型新株予約権付社債
転換社債型新株予約権付社債の時価については、期末日の市場価格に基
づいている。

⑶ 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっている。
（注２） 非上場株式等（連結貸借対照表計上額１２,７７４百万円）は、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑶ 投資有価証券」
には含めていない。

１株当たり情報に関する注記
１． １株当たり純資産額 １,５５５円３３銭
２． １株当たり当期純利益 １７４円５４銭
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（平成２７年３月３１日現在） 単位：百万円

貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）
流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
電子記録債権
完成工事未収入金
ファクタリング債権
有 価 証 券
未成工事支出金
材料貯蔵品
前 払 費 用
繰延税金資産
短期貸付金
そ の 他

固 定 資 産
有形固定資産
建物・構築物
機械・運搬具
工具器具・備品
土 地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
ソフトウェア
そ の 他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出 資 金
関係会社出資金
長期貸付金
破産更生債権等
長期前払費用
繰延税金資産
そ の 他
貸倒引当金

１１９,０７８
３０,３８９
６,５７３
４,１３２
４６,１７６
１５,４７８

５６
６,９０４
４３９
３９５

２,５０１
３,２３３
２,７９７

１０９,３０９
５６,６３７
２６,２２２
４,５２０
６７３

２３,２４０
１,６９５
２８４

１,１３３
９９１
１４１

５１,５３８
２１,７７２
８,７０１
１８
４５３

１９,２００
１９０
１３３
１２６

２,１５３
△１,２１１

（負債の部）
流 動 負 債
支 払 手 形
電子記録債務
工事未払金
短期借入金
キャッシュ・マネジメント
・サービス借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
預 り 金
工事損失引当金
そ の 他

固 定 負 債
転換社債型新株
予約権付社債
長期借入金
リース債務
長期未払金
退職給付引当金
資産除去債務
そ の 他
負 債 合 計

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資本準備金
利 益 剰 余 金
その他利益剰余金
圧縮記帳積立金
特別償却準備金
別途積立金
繰越利益剰余金
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券
評 価 差 額 金

純資産合計

９９,７９５
７,１７９
５,０５４
４５,７２７
２,４１９
１４,８３５
６８９

１,７４０
４,５３７
１４,８４２
１,２９５
４４９

１,０２３

４０,３３６
１０,０００
１６,５２２
１,３３２
８６

１２,０９０
１２９
１７４

１４０,１３１

８４,３０３
７,９０１
７,８８９
７,８８９
６８,５５３
６８,５５３
２,７１３
２,２２５
５８,５１９
５,０９５
△ ４１

３,９５２
３,９５２

８８,２５６

資 産 合 計 ２２８,３８７ 負債・純資産合計 ２２８,３８７
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（平成２６年４月１日から
平成２７年３月３１日まで） 単位：百万円

損益計算書

科 目 金 額

売 上 高
完 成 工 事 高
兼 業 事 業 売 上 高

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価
兼 業 事 業 売 上 原 価

２７９,１３３
１,４３８

２４９,５７６
１,２６３

２８０,５７２

２５０,８４０

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
兼 業 事 業 総 利 益

２９,５５７
１７４ ２９,７３２

販売費及び一般管理費 １４,７９５

営 業 利 益 １４,９３７

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他

６２８
１,０１０

３４７
１２５

１,６３９

４７２

経 常 利 益 １６,１０４

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
投資有価証券売却益
関係会社貸倒引当金戻入額

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
関係会社株式売却損
そ の 他

１８４
２４０
２７３

７４
４７３
９

６９７

５５７

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

４,５１３
１,７１４

１６,２４４

６,２２８

当 期 純 利 益 １０,０１５
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（平成２６年４月１日から
平成２７年３月３１日まで） 単位：百万円

株主資本等変動計算書

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

圧 縮
記 帳
積立金

特 別
償 却
準備金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

当期首残高 ７,９０１ ７,８８９ ２,５８８ １,２６０ ５８,５１９ △１,１５９ △ １２ ７６,９８８

会計方針の変更に
よる累積的影響額 △１,４８３ △ １,４８３

会計方針の変更を反映
した当期首残高 ７,９０１ ７,８８９ ２,５８８ １,２６０ ５８,５１９ △２,６４２ △ １２ ７５,５０５

当期変動額

剰余金の配当 △１,１８８ △ １,１８８

圧縮記帳積立金の取崩 △ ７２ ７２ ―

圧縮記帳積立金の積立 １９７ △ １９７ ―

特別償却準備金の取崩 △ １８０ １８０ ―

特別償却準備金の積立 １,１４５ △１,１４５ ―

当期純利益 １０,０１５ １０,０１５

自己株式の取得 △ ２８ △ ２８

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― １２４ ９６４ ― ７,７３８ △ ２８ ８,７９８

当期末残高 ７,９０１ ７,８８９ ２,７１３ ２,２２５ ５８,５１９ ５,０９５ △ ４１ ８４,３０３

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

当期首残高 １,５４９ ７８,５３８

会計方針の変更に
よる累積的影響額 △ １,４８３

会計方針の変更を反映
した当期首残高 １,５４９ ７７,０５４

当期変動額

剰余金の配当 △ １,１８８

圧縮記帳積立金の取崩 ―

圧縮記帳積立金の積立 ―

特別償却準備金の取崩 ―

特別償却準備金の積立 ―

当期純利益 １０,０１５

自己株式の取得 △ ２８

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） ２,４０３ ２,４０３

当期変動額合計 ２,４０３ １１,２０１

当期末残高 ３,９５２ ８８,２５６
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 資産の評価基準及び評価方法
⑴ 有価証券
① 子会社株式及び関

連会社株式並びに
関係会社出資金

移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（金融商品取
引法第２条第２項により有価証券とみ
なされるもの）については、組合契約
に規定される決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む方法によって
いる。

② その他有価証券
時価のあるもの 当期末の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）
なお、組込デリバティブを区分して

測定することができない複合金融商品
は、複合金融商品全体を時価評価し、
評価差額を当期の損益に計上している。

時価のないもの 移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（金融商品取
引法第２条第２項により有価証券とみ
なされるもの）については、組合契約
に規定される決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む方法によって
いる。

⑵ たな卸資産
① 未成工事支出金 個別法による原価法
② 材料貯蔵品 総平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

２． 固定資産の減価償却の方法
⑴ 有形固定資産

（リース資産を除く）
建 物 定額法
建物以外 定率法

⑵ 無形固定資産
（リース資産を除く）

ソフトウェア
（自社利用）

定額法
（５年償却）

そ の 他 定額法
⑶ リース資産 所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係る
リース資産

リース期間
定額法

３． 引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
している。

⑵ 投資損失引当金
投資に対する損失への対応を図るため、財務健全性の観点か

ら、必要額を計上している。
なお、投資損失引当金は、当該資産の金額から直接控除して

いる。
⑶ 工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるため、当期末手持工事のうち、
損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見積ることのでき
る工事について、その損失見込額を計上している。
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⑷ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上している。退職給付債務
の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっている。過去勤務
費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期
間の年数による定額法により按分した額を発生時から費用処理
している。また、数理計算上の差異については、その発生時に
おける従業員の平均残存勤務期間の年数による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理している。

４． 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
を適用し、その他の工事については、工事完成基準を適用してい
る。

５． ヘッジ会計の方法
⑴ ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理による。なお、金利スワップについては特例
処理を採用し、金利通貨スワップについては一体処理（特例処
理、振当処理）を採用している。

⑵ ヘッジ手段とヘッジ対象
① ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金利息
② ヘッジ手段……金利通貨スワップ

ヘッジ対象……外貨建借入金及び外貨建借入金利息
⑶ ヘッジ方針

当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変動によ
るリスクを回避するため、金利スワップ取引を利用している。
また、金融機関からの外貨建借入金のすべてについて、為替及
び金利変動によるリスクを回避するため、金利通貨スワップを
利用している。なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない
方針である。

⑷ ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップについては特例処理の要件を、金利通貨スワッ

プについては一体処理の要件を満たしているため、有効性の判
定を省略している。

６． 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式に

よっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当事
業年度の費用として処理している。

７． 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。

会計方針の変更に関する注記
会計基準等の改正に伴う会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第２６号 平成２４
年５月１７日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給
付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２５号
平成２７年３月２６日。）を当期より適用し、退職給付債務及び勤務
費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間
定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定
方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均
残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込
期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引
率を使用する方法へ変更している。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第３７

項に定める経過的な取扱いに従って、当期首において退職給付債
務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金
に加減している。
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この結果、当期首の退職給付引当金が２,２９６百万円増加し、繰
越利益剰余金が１,４８３百万円減少している。また、当期の営業利
益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微である。

貸借対照表に関する注記
１． 担保資産

担保に供している資産
短 期 貸 付 金 ９百万円
投 資 有 価 証 券 ２２３百万円
関 係 会 社 株 式 ３３８百万円
長 期 貸 付 金 １１１百万円

計 ６８２百万円
当社が出資しているＰＦＩ事業及び再生可能エネルギー発電事

業に関する事業会社の借入債務に対して、担保を提供している。
２． 有形固定資産の減価償却累計額 ３７,７４５百万円
３． 保証債務

被 保 証 者 保 証 金 額 被保証債務の内容

渥美グリーンパワー㈱ ６３９百万円 ㈱みずほ銀行に対する
借入契約保証

九連環境開發股份有限公司 ４０２ ㈱三井住友銀行に対す
る借入契約保証等

長島ウインドヒル㈱ ３２２ ㈱日本政策投資銀行に
対する借入契約保証

計 １,３６３

４． 関係会社に対する短期金銭債権 １２,２６９百万円
関係会社に対する長期金銭債権 １９,１９２百万円
関係会社に対する短期金銭債務 ２３,０４１百万円

５． 投資損失引当金
投資有価証券は投資損失引当金を２７３百万円控除して表示して

いる。
６． 貸出コミットメント契約
当社貸手側
⑴ 当社はグループ全体の効率的資金運用・調達を行うため、
キャッシュ・マネジメント・サービスを導入しており、グループ
会社３２社と資金の集中・配分等のサービスに関する基本契約書を
締結し、キャッシュ・マネジメント・サービスによる貸出限度額
を設定している。
この契約に基づく当期末の貸出未実行残高は次のとおりである。
貸出コミットメントの総額 １１,１５０百万円
貸 出 実 行 残 高 ４７百万円
差 引 額 １１,１０２百万円

⑵ ＰＦＩ事業会社（９社）への協調融資における劣後貸出人とし
て同９社と劣後貸付契約を締結している。
なお、貸出コミットメントの総額は１４６百万円であるが、当期

末における実行残高はない。
７． キャッシュ・マネジメント・サービス借入金

連結子会社を対象にしたキャッシュ・マネジメント・サービス
による借入金を表示している。

損益計算書に関する注記
１． 関係会社に対する売上高 ５０,５４３百万円
２． 関係会社からの仕入高 ４８,００８百万円
３． 関係会社との営業取引以外の取引高 ６,１０４百万円
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株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項 （単位：株）

株式の種類 当 期 首 増 加 減 少 当 期 末
普通株式 １７,６９７ ２５,０７２ ― ４２,７６９
株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものである。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産） 百万円

退職給付引当金
未払賞与金
投資有価証券評価損
そ の 他

３,９１２
１,５５２
３６０

１,９１３
繰延税金資産小計
評価性引当額

７,７３８
△ ９３１

繰延税金資産合計
（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金
固定資産圧縮積立金
特別償却準備金
その他

６,８０６

△ １,８００
△ １,２８１
△ １,０５５
△ ４１

繰延税金負債合計 △ ４,１７８
繰延税金資産の純額 ２,６２８

関連当事者との取引に関する注記
１． 親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の
名 称

議決権等の
被所有割合

関連当事者
と の 関 係

取引の
内 容

取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）

その他の
関係会社 九州電力㈱

直接
２４.４７％
間接
０.１８％

建設工事の
請負施工
役員の兼任
２名

工事請負
施工
（注）３

４５,２８８

完成工事
未収入金 ７,２０９

未成工事
受 入 金 ７

（注） １． 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高に
は消費税等が含まれている。

２． 議決権等の被所有割合の間接所有は、株式会社電気ビル（０.０８％）、光
洋電器工業株式会社（０.０８％）、及び西日本プラント工業株式会社
（０.０２％）である。

３． 工事の受注については、市場価格等を勘案し、価格交渉のうえ、一般的
取引条件と同様に決定している。
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２． 子会社及び関連会社等

種 類 会社等の
名 称

議決権等の
所 有 割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 九州電工
ホーム㈱

直接
１００.００％

資金の貸付
（注）２
役員の兼任
３名

貸付金の回収 ９２ 短期貸付金 ６１

貸付利息受入 １７ 長期貸付金 ４,３５５

子会社 ㈱昭電社 直接
８６.２３％

材料等の
購入
役員の兼任
２名

材料等の購入
（注）３ １７,３２０ 工事未払金 ３,４１４

余剰資金の預り
（注）４ （注）４

キャッシュ・
マネジメント・
サービス借入金

３,６４１

子会社
九電工
新エネル
ギー㈱

直接
１００.００％

資金の貸付
（注）２
役員の兼任
２名

資金の貸付 ２,２７０
短期貸付金 １,６５２

貸付金の回収 １,４２２
貸付利息受入 １８８ 長期貸付金 １１,８７６

子会社

KYUDENKO
SOUTH
EAST
ASIA
PTE. LTD.

直接
１００.００％

役員の兼任
１名

出資の引受
（注）５
関係会社株
式の売却
（注）６
売却代金
売却損

３,３７０

３,９３４
４７３

― ―

（注） １． 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高に
は消費税等が含まれている。

２． 九州電工ホーム株式会社及び九電工新エネルギー株式会社に対する資金
の貸付については、市場金利を勘案して決定している。

３． 材料等の購入については、当社が見積価格の提示を受け、先方との交渉
のうえ決定している。

４． 余剰資金の預りは、グループ内の資金貸借制度を制定し、制定したルー
ルのもとで実施している。
また、余剰資金の預りは、資金貸借制度のもとで日々資金移動を行って
いることから、取引金額欄への記載は行っていない。

５． KYUDENKO SOUTH EAST ASIA PTE. LTD. との取引は、同社設立の
ための出資を引き受けたものである。

６． 当社の連結子会社である ASIA PROJECTS ENGINEERING PTE. LTD.
（APECO 社）の株式の売却であり、取引価格については、独立した第
三者機関が算定した評価額を基に合理的に決定している。

１株当たり情報に関する注記
１． １株当たり純資産額 １,３３７円２８銭
２． １株当たり当期純利益 １５１円７３銭

連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、連結配当規制の適用会社である。
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（平成２７年６月２５日現在）

（平成２７年３月３１日現在）

設立年月日 昭和１９年１２月１日
発行可能株式総数 ２億５,０００万株
発行済株式の総数 ６６,０３９,５３５株
資本金 ７,９０１,８８４,２１１円
従業員数 ５,７１９名

会社の概要

役 員

■ 取 締 役
代 表 取 締 役 会 長 藤 永 憲 一
代 表 取 締 役 社 長 西 村 松 次
代表取締役 専務執行役員 猪 野 生 紀
取締役 専務執行役員 檜 垣 博 紀
取締役 専務執行役員 山 下 幸 春
取締役 常務執行役員 武 井 秀 樹
取締役 常務執行役員 石 橋 和 幸
取締役 常務執行役員 城 野 正 明
取締役 常務執行役員 前 田 敬 治
取締役 上席執行役員 北 村 邦 彦
取締役 上席執行役員 北 川 忠 嗣
取締役 （非常勤） 渡 辺 顯 好

■ 監 査 役
監 査 役（常 勤） 青 木 繁 幸
監 査 役（常 勤） 古 川 英 博
監 査 役（非常勤） 瓜 生 道 明
監 査 役（非常勤） 川 原 道 憲
監 査 役（非常勤） 福 重 康 行
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5,000,000株以上
1,000,000株以上
500,000株以上
100,000株以上
50,000株以上
50,000株未満

個　　人
金融機関
そ の 他
外 国 人

九 州
関 東
近 畿
そ の 他

●所有数別

●所有者別

●地域別

24.2％（ 1名）
30.6％（ 9名）

20.4％（4,969名）

25.2％（4,747名）

60.5％（2,452名）
23.4％（980名）
2.3％（733名）
13.8％（905名）

29.4％（48名）
33.3％（132名）

12.1％（143名）

3.7％（ 4名）
17.2％（49名）
3.9％（38名）

株式分布（株主数・株数比率）（平成２７年３月３１日現在）
株式の状況

■ 執行役員
専務執行役員 丸 山 明
専務執行役員 上 田 宰 二
常務執行役員 山 本 泰 弘
上席執行役員 石 原 英 樹
上席執行役員 鹿 島 康 宏
上席執行役員 福 井 慶 蔵
上席執行役員 塚 原 修 二
上席執行役員 塔 鼻 信 雄
執 行 役 員 淵 上 司
執 行 役 員 中 島 雄 二
執 行 役 員 高 田 勝 則
執 行 役 員 外 堀 隆 博
執 行 役 員 大 嶋 知 行
執 行 役 員 陶 山 和 浩
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１． 決算期 ３月３１日
２． 定時株主総会 ６月
３． 剰余金の配当の基準日

期末配当 ３月３１日
中間配当 ９月３０日

４． 公告方法
電子公告とし、当社ホームページ（http://www.kyudenko.co.jp）
に掲載します。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合、日本経済新聞
に掲載します。

５． 単元株式数 １,０００株
６． 株主名簿管理人事務取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
（郵便物送付先）
〒１６８-００６３
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
（電話照会先）
電話 ０１２０-７８２-０３１（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店およ
び全国各支店で行っております。

（お知らせ）
⑴ 住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、特別口座が開設されました株主様は、三井住
友信託銀行株式会社にお申出ください。
特別口座に関する各種手続（住所変更、単元未満株
式買取請求及び配当金振込指定等）に必要な各用紙の
ご請求は、フリーダイヤル０１２０-７８２-０３１（祝日を除く
月曜日～金曜日９：００～１７：００）で受付いたしております。

⑵ 未払配当金の支払について
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社に
お申出ください。

株式のご案内
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（太宰府天満宮清掃 本社）

（熊本城清掃 熊本）

九電工グループの社会貢献
九電工グループでは、台風など自然災害時におい
て、配電線工事、電気・空調管設備の復旧作業など
を迅速に行うための体制構築を行っております。
また、地域社会でのボランティア活動などを通じ、
社会に貢献する活動にも取り組み、地域社会から信
頼される誠実な企業活動を実践してまいります。

地域社会との共生
「さわやかコミュニティ旬間」（毎年１０月）におけ
るボランティア活動

（つぼみ荘清掃 佐賀）

（区民ひろば清掃 東京）
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（宮崎荘清掃 宮崎）

（大分川清掃 大分）

（浦上天主堂清掃 長崎）

（小倉城清掃 北九州）

（黎明館清掃 鹿児島）

（天拝の園清掃 福岡）

（関西大学幼稚園清掃 関西）

（献血活動 沖縄）
２６



当社のホームページアドレス

http://www.kyudenko.co.jp

この印刷物は自然環境保護のために再生紙を使用しています。
また、植物油インキを使用しております。

本 店 福岡市南区那の川１丁目２３番３５号
電話０９２（５２３）６２５５

東 京 本 社 東京都豊島区東池袋３丁目１番１号 サンシャイン６０・３１階
電話０３（３９８０）８６１１

福 岡 支 店 福岡市南区那の川１丁目２４番１号
電話０９２（５２５）２７００

北九州支店 北九州市小倉北区米町２丁目２番１号
電話０９３（５４１）８３０１

大 分 支 店 大分市花津留２丁目２５番１６号
電話０９７（５５３）２５６１

宮 崎 支 店 宮崎市江平東町４番地１
電話０９８５（ ２６）９８５６

鹿児島支店 鹿児島市鴨池新町１番１号
電話０９９（２５６）２１６１

熊 本 支 店 熊本市中央区本荘６丁目１７番２１号
電話０９６（３６６）２１５２

長 崎 支 店 長崎市平野町２２番４０号
電話０９５（８４０）０８００

佐 賀 支 店 佐賀市神野東２丁目６番２６号
電話０９５２（ ３３）２００２

関 西 支 店 大阪市中央区南船場２丁目９番８号 シマノ・住友生命ビル８階
電話０６（６２８２）７２５３

沖 縄 支 店 豊見城市字豊崎１番４０５
電話０９８（８５６）９０５０


